
日高市水道事業経営戦略

令和７年３月
　

日高市上・下水道部水道課

（令和７年度～令和１６年度）



令和 7 年 3 月

令和 7 年度 令和 16

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

④ 組　織

（２）

　本市水道事業の料金体系は、定額料金（基本料金）と従量料金（水量料金）を組み合わせた二部料金制を採用
しており、基本料金は口径別料金体系とし、水量料金は逓増型従量料金制としています。

　本市では、水道事業管理者の権限を行う市長の下、水道事業を営む組織として上・下水道部水道課が置かれています。
　令和５年度末現在、上・下水道部長１名、水道課長１名、経営総務担当３名（事務職員）、整備維持担当７名（技術職員）、浄水担当４名（技
術職員）の計16名の体制となっており、水道技術管理者は資格を有する水道課整備維持担当主幹が務めています。

これまでの主な経営健全化の取組

・民間活力の導入を推進し、委託化を進めることで業務の効率化を図り、水道サービスの向上に取り組んできました。
・業務の委託化の進捗に伴い、行政改革の一環として26年間で8人の人員削減を行い、組織のスリム化、人件費の削減に努めてきました。
・埼玉県水道整備基本構想（埼玉県水道ビジョン）に基づき、県内を12ブロックに分けて広域化の検討を進めています。各ブロックでは、水道広
　域化実施検討部会を設置し、将来の広域化に向けて、実施可能な方策について協議しています。（日高市は、第５ブロックに所属しています）

施 設 利 用 率 78.59

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

昭 和 ４ ６ 年 ８ 月 ２ ５ 日

3

1.35

供 用 開 始 年 月 日

㎥／日

施 設 数

　　　□表流水　　　□ダ　ム　　□伏流水　　■地下水　　■受　水　　□その他　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

有 収 水 量 密 度

9
管 路 延 長

水 源

295

千ｍ

平 成 ４ 年 ４ 月 １ 日

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 24,600

計 画 給 水 人 口 56,200

現 在 給 水 人 口 54,298
法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法 適 （ 全 部 ）

日高市水道事業経営戦略

事業の現況

策 定 日 ：

年度

団 体 名 ：

事 業 名 ：

　 日　高　市

　 日 高 市 水 道 事 業

計 画 期 間 ： ～

年齢区分 事務職員（人） 技術職員（人） 職員数（人）

25歳～29歳 0 1 1

30歳～34歳 1 3 4

35歳～39歳 0 1 1

40歳～44歳 0 1 1

45歳～49歳 0 2 2

50歳～54歳 3 1 4

55歳～60歳 1 2 3

60歳以上(再任用) 0 0 0

合　計 5 11 16

－ 職員の年齢構成（令和６年３月現在）－

水道技術管理者

（４）

浄水担当

上・下水道部 水道課

経営総務担当

整備維持担当

（部長１） （課長１）

（３）

（７）

－ 機構図（令和５年度末）－

－ 委託を実施している主な業務 －

業　務　名

高岡浄水場運転等管理業務

水道水質検査業務

水道料金等徴収業務

水道メーター取替業務

漏水事故等緊急時対策業務

漏水調査業務

年 度 正規任用 再任用 備 考

～平成10 24

平成11～13 21

平成14 20

平成15 19

平成16 17

平成17 16

平成18～19 15  部長が課長を兼務

平成20～23 14  部長が課長を兼務

平成24～26 15

平成27～28 15 1

平成29～令和１ 15

令和2～令和6 16

（部長を含み、臨時的任用職員を含まない）

　－ 職員数の推移（人）－
－第５ブロックの組織構成 －

構 成 団 体 名

所 沢 市

飯 能 市

狭 山 市

入 間 市

日 高 市

 埼玉県（ 企業局 ）

 埼玉県（ 生活衛生課 ）
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（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

　本市水道事業の給水量は、コロナ禍が明け景気の低迷による生産・消費活動の低下に加え、節水意識の高まりや人口減少により減少傾向となってお
り、将来更なる人口減に伴い、水需要も減少傾向が継続すると見込まれます。
　そこで、本市人口ビジョンを基に将来の給水量の推計を行った結果、給水量は、令和10年度から見込まれる旭ケ丘松の台区画整理事業に伴う増額分を
加味してもなお、令和23年度には現在と同程度の水量を確保することしかできない状況であると推計されます。なお、令和5年度の一日平均配水量は、
19,386㎥で、最大配水量は、21,245㎥/日でした。過去最大を記録した平成22年度の 25,237㎥/日と比較すると、3,992㎥/日（約15.8％）減少していま
す。

－ 水需要予測結果 －

　水道事業は、「地方公営企業法」に基づき、独立採算制を原則とした経営を行っています。本市では、これまでも民間企業等への業務委託による効率
化や人員削減等による経費の節減に取り組むとともに、新しい企業債の借入れを抑制して健全な経営に努めてきました。
　しかしながら、水道事業は固定費が大部分を占める装置産業であり、給水量にかかわらず事業費が減少しないという特性を持つ一方、給水量の減少は
直接的に給水収益（水道料金収入）の減少につながります。今後も人口減少及び節水器具の普及等により水需要は減少していくことが予想されており、
旭ケ丘松の台土地区画整理事業進展に伴う増加要因はありますが、令和8年度に25％及び令和13年度に3％の料金改定を行う必要があります。
　今後、効率的な事業経営を進めていきながら、新たな財源確保を進め、平成26年度から再開した企業債の借入残高及び料金改定後の収支状況に注視し
ながら経営状況の見直しを適時適切に行っていく必要があります。

　　　　－ 給水収益と企業債残高 － 　－ 水道事業会計の考え方 －

　  　 出典）日高市人口ビジョン

　　　　　　　－ 本市人口の将来展望 －

料金収入の見通し

　本市の人口は、昭和40～50年代の大規模住宅団地開発を背景とした都心部からの人口流入、
平成17年から平成23年までの土地利用の誘導や土地区画整理事業の推進による人口急増などを
経て、大きく拡大してきました。しかしながら、それまで増加傾向にあった人口は、平成24年
以降、減少に転じています。平成23年以降は、おおむね死亡数が出生数を上回る自然減ととも
に、転出者数が転入者数を上回る社会減の状況にあり、「日高市人口ビジョン」では、次のと
おり長期的には人口減は避けられないと推計しています。

込みとしては、令和22年（2040年）には44,981人（対平成27年比▲20.0％）、令和42年（2060
年）には33,975人（同▲40.0％）となるものと予想されます。
・これに対して独自推計として今後、子育て世代の出生率向上に向けた施策を講じ、合計特殊
出生率を令和27年（2045年）に1.80、令和32年（2050年）に2.07まで引き上げることで、【独
自推計】として、令和22年（2040年）の人口を46,230人、社人研推計に比べて1,249人の人口減
少を抑制、また、令和42年（2060年）の人口を38,767人、同4,792人の人口減少を抑制できるよ
う目指すこととしています。

　※令和６年度に策定・公表した令和５年度決算値「経営比較分析表」を添付しています。

水需要の予測

給水人口の予測

　流動比率が高く短期債務の支払能力は十分といえるものの、給水原価の上昇等により、料金回収率は３年連続で100％を下回りました。令和４年度５
年度と基本料金を免除したことで給水収益が抑制された面もありますが、経常収支比率も100％を下回っており、経営改善の取組が求められます。
 また、水道事業拡張期に整備した管路等の施設が法定耐用年数を迎えつつあり更新需要が増す一方、給水人口の減少や大口使用者の需要減に伴い料金
収入は減少傾向にあります。平成26年度から企業債の借入れを再開し施設の更新を進めていますが、財源は限られており、有効な投資が求められます。
アセットマネジメント（資産管理）を含む経営戦略や投資・財政計画に基づき、優先度の高い施設を選別して更新を進めるとともに、水道料金改定も含
めた財源確保方策の検討が必要です。

【上位推計】 【下位推計】

区　分 内　容

給水人口（人）※年度末 54,298

普及率（％）※年度末 99.9

給水戸数（戸）※年度末 25,065

計画一日最大給水量（㎥） 24,600

一日最大配水量（㎥） 21,245

一日平均配水量（㎥） 19,334

－ 令和５年度の事業概要 －

収支区分 概　要 収　入 支　出

　収益的収支

 水道水をつくり

 給水するための

 収入と支出

 給水収益

 加入金など

 維持管理費

 減価償却費など

 借入金の支払利息

 受水費など

　資本的収支

 水道施設を

 整備するための

 収入と支出

 企業債などの借入金

 負担金

 寄附金

 補填財源など

 建設改良費

 借入金の元金償還など
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（４）

（５）

３．経営の基本方針

　将来にわたって安心安全に飲むことができ、災害においては重要なライフラインとしての機能を有する水道を維持するためには、その時々の状況に応
じ、的確な対応ができる能力（知識）を持った職員の確保が重要ですが、現在の技術系業務職員11人では、給水区域の広い範囲に点在している水道施設
全てを適切に管理していくとともに、緊急事態にも対応できる体制づくりを進めていくという観点からは、十分な人員を確保できているとはいえない状
況です。
　また、技術の継承という観点では、全体では40歳以上の職員が6割以上を占めていますが、技術系担当職員も水道課以外の部署との人事ローテーショ
ンが行われていることもあり、年齢構成も均等になりつつあり改善されています。また、企業会計制度に精通した職員の育成も重要であり、経営状況を
適切に判断できることが必要となります。今後とも定型的な日常業務を委託するなど業務の効率化を図りながら、適切な職員配置を目指します。

施設の見通し

組織の見通し

　本市の水道施設の多くは、主に昭和40年代後半から拡張整備を行ってきたものです。経年劣化した施設の更新・補修は、計画的に実施してきました
が、今後も耐用年数を超える施設の割合は上昇していきます。また、令和6年1月の能登半島地震の発生や南海トラフ地震の発生の可能性が高まっている
状況から、水道施設の耐震化についても必要性が増している状況です。水道施設の耐震化については、浄水施設や配水池などの施設は、おおむね8割程
度が耐震化を実施済みです。しかし、導水管、送水管、配水管等の管路については、十分に耐震化が進められていません。平成27年度に行ったアセット
マネジメントでは、10年間で9億円/年以上の更新費用が必要であると見込まれていましたが、そこまでの財源を適切に確保し更新事業を実施できている
状況ではありません。
　施設のダウンサイジングや効率的な運用方法の検討などから施設の更新（耐震化）計画の見直しを行い、今後も限られた財源の中、より優先度の高い
施設から効率的に更新事業を実施していくことが必要です。

　日高市水道ビジョンでは、本市水道事業が掲げる基本理念を『笑顔と元気を支える安心いっぱいの水道』としています。
　また、国の「新水道ビジョン」が掲げている三つの目標『安全（安全な水道）・強靭（強靭な水道）・持続（水道サービスの持続）』と、「第

6次日高市総合計画前期基本計画」における施策目標『安全で安定した水の供給体制の維持に努めます』を念頭に置き、この基本理念を支える柱

として、三つの基本方針を示しています。

　　　　 　－ 基本理念を支える三つの基本方針 －

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この基本方針を踏まえ、実現すべき目標を示します。

ア
セ
ッ
ト
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
に
よ

る
更
新
事
業
費

（
平
準
化
ケ
ー
ス
）
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

②　収支計画のうち財源についての説明

主要な投資の内容及び取組

○管路
・老朽管更新　 　当面10年間の更新費用を22億円に設定した上で、これを平準化した（税抜き 2億2千万円/年）を毎年度計上しています。
・耐震化工事
・新設工事
・高岡水管橋耐震補強工事は、重要施設の耐震化を行うことができます。（整備予定年度：令和7年度）
・老朽管布設替工事（市内各所）は、管路の耐震化を行うことができます。
　
○施設（取水施設、浄水場、配水場等）
・水源、配水状況、現況の運転状況を踏まえて、一部施設の休止や更新対象を絞り込みます。
・機場の設備類の更新は、維持管理による長寿命化に努めるものとし、法定耐用年数ではなく、機器の重要度を加味して市独自の実施耐用年数を
　設定し、現行機器の整備年度を踏まえて、計画的に更新を行います。
・ポンプ能力の見直しを図るとともに、エネルギー効率の高いポンプに更新していきます。
・武蔵台配水場配水池等更新工事は、将来の需要を見込みダウンサイジングを行うことで施設の効率化を図ります。（整備予定年度：令和6～7年度）
・高萩浄水場電気・機械設備等更新工事は、老朽施設の更新を行うことで効率的な施設の運用を行うことができます。（整備予定年度：令和7～8年度）

〇定期点検等により、施設の老朽化等を早期に把握し、更新計画の見直しを行います。

１．主要な財源について

○水道料金
　供給単価実績値（135.0円/㎥）に水需要予測（低位推計）結果に基づく有収水量の推計値を乗じて積算し、収支不足が見込まれる年度から料金収入を
  増収させるシミュレーションを行い、収支均衡を図っています。令和8年度及び令和13年度に料金改定を行うこととしています。また、令和10年度よ
  り旭ケ丘松の台区画整理事業の進展に伴う増収分を見込んでいます。
○企業債
　建設改良のための企業債を計上しています。各年度における資金残高や企業債残高を基に年度別に設定しました。（資金残高：令和8年度の営業費用
  の１年分の見込み額11億円を下限とする。　企業債残高：収益的収入の４年分の44億円（一時的に50億円まで許容）を上限とする。）
○繰入金
　原則として、消火栓の設置及び維持管理に要する経費（繰出基準に基づく繰入金）のみ計上し、実績値から将来値を設定しました。
○国庫（県）補助金
　国及び県からの補助金は要件を満たしていないため現在のところ計上していません。（財源としての検討は引き続き行っていきます）

２．財源確保の取組

○水道料金について、令和8年度に25％、令和13年度に3％の料金改定が必要と見込んでいます。（料金改定期間は、５年以上としました。）
　新たな財源の確保を継続的に行っていきますが、今後の財政状況等により料金の見直しを行わざるを得なくなることも予想されます。

○委託料
  営業費用のうちの委託料（原水費、配水費、業務費及び総係費）は、実績（令和5年度決算値）を基に将来値を設定しました。なお、業務費の
　委託料は、水道メーター取替業務及び水道料金等徴収業務のため、給水戸数の推計値（水需要予測による）による変動を考慮しています。
○修繕費
　営業費用のうちの修繕費（原水費、配水費及び業務費）は、実績（令和5年度決算値）を基に将来値を設定しました。
○受水費
　営業費用のうちの受水費（原水費）は、責任水量制であるため令和6年度予算値を基に計上しました。
○動力費
　営業費用のうちの動力費（原水費）は、実績（令和5年度決算値）を基に動力費単価を定め、水需要予測による給水量を乗じて積算しました。
○職員給与費
  収益的支出及び資本的支出における職員給与費は、令和5年度決算値を基に職員単価を定め設定しました。

目 標

【三つの基本方針を踏まえて掲げられた各目標のうち、投資に係るもの】

○ 水道施設の適正化　 事業を健全に運営していくため、水需要に見合う施設規模に適正化します。
○ 適切な維持管理　　 不測の故障や事故を防ぐため、水道施設を適切に維持管理します。
○ 浄水処理の高度化　 水道水の更なる安全を確保するため、原水水質に適した浄水処理を行います。
○ 地震対策の強化　　 災害時でも最低限の給水を確保するため、水道施設の耐震化を推進します。

目 標

【三つの基本方針を踏まえて掲げられた各目標のうち、財源に係るもの】

○ 運営基盤の強化　　 事業を効率的に運営し、持続可能な経営基盤の確保や技術継承を図ります。
○ サービスの向上　　 水道利用者へのサービスを向上するため、各種サービスの充実、情報公開を図ります。
○ 発展的広域化　　　 県、近隣水道事業者との広域的な連携を推進します。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

そ の 他 の 取 組 ―

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

　資産を適正に管理し、債券運用等による活用も行っていきます。

職 員 給 与 費 ―

修 繕 費

　現在、検針から料金徴収に至るまでの業務、浄水場の運転管理業務、各施設の点検・警備・清掃作
業を始めとした定型的な日常作業を委託することで業務の効率化を図っていますが、今後も更に民間
活力の導入を推進し（包括委託など）、業務の更なる効率化を目指します。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　将来の水需要は、減少の見込みとなっていることから、今後、配水系統ごとの水需要に合わせて、施設規
模を見直した上で、耐震化事業・更新事業との調整を図りつつ、水道施設の統廃合や再配置、配水管網の再
編成を行い、適正規模へのダウンサイジング及びスペックダウンを検討します。

　今後の社会情勢によって計画の基礎となる水需要や事業の進捗度合いが変化する可能性があります。
　水道事業を取り巻く環境の変化に柔軟に対応すべく、定期的に状況を確認しながら進捗管理に努め、
おおむね３～５年ごとに見直しを行うものとします。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

―

広 域 化

　今後は、ブロック広域化検討部会や新たな広域化検討部会（ブロック以外の単位で検討する部会）によ
り、事業統合だけでなく施設の共同化や資機材の共同化、システムの共同化など多様な広域化の検討が必要
となります。しかしながら、現時点では、まだ具体的な決定事項がないことから、本計画には反映していま
せん。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 ―

　企業債の借入れは、世代間の公平性という観点では有効ですが、借入額の増加は、後の経営状況に大き
く影響してしまうため、借入残高に注視し経営状況に支障のないように検討していきます。

―

―
民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

繰 入 金

そ の 他 の 取 組

　日高市の基本料金は、料金体系の一般原則である個別原価主義 を満たせる「口径別料金体系」となってい
ます。また、基本料金に基本水量を付与していないため、水量料金は使用水量に応じた料金を支払う料金体
系となっており、原価負担の公平性を図ることができています。給水収益に関しては、今後の人口減少に伴
う使用水量の減少に影響を受けない、より安定した料金収入を得るために基本料金からの収入割合を増やし
ていく必要があります。将来を見据えた料金体系となるよう、水道利用者への影響を抑えながら、事業実態
に応じた料金制度のあり方を検討していきます。

動 力 費

委 託 料

―

　将来、水需要の減少によって低下する配水量に応じてポンプ能力を見直した上で、施設の更新時期
のタイミングを図りながら高効率機器を導入するなど、動力費の削減に努めます。

　定期的な点検等を行い修繕箇所の早期発見に努め、適切な時期に経年施設の更新を行うことで、修繕費の
削減を図ります。
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様式第２号（法適用事業・収益的収支） 投資・財政計画（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和5年度 令和6年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 948,452 965,707 965,697 1,183,453 1,201,309 1,238,529 1,235,110 1,231,753 1,265,743 1,259,432 1,255,975 1,252,528
(1) 865,103 879,000 884,949 1,102,705 1,120,562 1,157,782 1,154,363 1,151,006 1,184,996 1,178,685 1,175,228 1,171,781
(2) (B) 13,587 13,530 13,080 13,080 13,080 13,080 13,080 13,080 13,080 13,080 13,080 13,080
(3) 69,762 73,177 67,668 67,668 67,667 67,667 67,667 67,667 67,667 67,667 67,667 67,667

２． 88,141 82,293 85,471 101,422 100,501 100,023 95,700 95,703 95,676 94,787 93,349 83,546
(1)

(2) 75,105 74,595 76,884 92,835 91,914 91,436 87,113 87,117 87,089 86,200 84,762 74,959
(3) 13,036 7,698 8,587 8,587 8,587 8,587 8,587 8,586 8,587 8,587 8,587 8,587

(C) 1,036,593 1,048,000 1,051,168 1,284,875 1,301,810 1,338,552 1,330,810 1,327,456 1,361,419 1,354,219 1,349,324 1,336,074
１． 1,037,796 1,112,042 1,118,469 1,204,173 1,219,717 1,238,182 1,233,601 1,250,349 1,252,571 1,266,821 1,265,337 1,263,039
(1) 120,829 120,829 120,829 120,829 120,829 120,829 120,829 120,829 120,829 120,829 120,829 120,829

68,850 68,850 68,850 68,850 68,850 68,850 68,850 68,850 68,850 68,850 68,850 68,850

51,979 51,979 51,979 51,979 51,979 51,979 51,979 51,979 51,979 51,979 51,979 51,979
(2) 562,844 633,136 617,674 674,370 675,044 685,300 673,092 678,792 684,251 691,608 688,458 685,110

73,347 81,577 83,941 85,745 86,119 86,080 87,517 90,745 91,163 91,142 91,100 91,100
59,493 72,176 86,212 86,018 80,343 79,600 80,407 79,657 80,953 80,232 80,232 80,232

878 4,500 4,545 4,545 4,545 4,545 4,545 4,545 4,545 4,545 4,545 4,545
429,126 474,883 442,976 498,062 504,037 515,075 500,623 503,845 507,590 515,689 512,581 509,233

(3) 354,123 358,077 379,966 408,974 423,844 432,053 439,680 450,728 447,491 454,384 456,050 457,100
２． 20,927 24,608 27,947 37,292 41,744 45,566 49,216 53,008 56,673 60,144 63,443 64,729
(1) 15,377 24,358 25,518 34,683 39,315 43,137 46,787 50,579 54,244 57,715 61,014 62,300
(2) 5,550 250 2,429 2,609 2,429 2,429 2,429 2,429 2,429 2,429 2,429 2,429

(D) 1,058,723 1,136,650 1,146,416 1,241,465 1,261,461 1,283,748 1,282,817 1,303,357 1,309,244 1,326,965 1,328,780 1,327,768
(E) △ 22,130 △ 88,650 △ 95,248 43,410 40,349 54,804 47,993 24,099 52,175 27,254 20,544 8,306
(F)
(G) 14 50
(H) △ 14 △ 50

△ 22,144 △ 88,700 △ 95,248 43,410 40,349 54,804 47,993 24,099 52,175 27,254 20,544 8,306
(I)
(J) 2,269,689 2,219,142 2,181,532 2,181,532 2,181,532 2,181,532 2,181,532 2,181,532 2,181,532 2,181,532 2,181,532 2,181,532

90,456 90,456 90,456 90,456 90,456 90,456 90,456 90,456 90,456 90,456 90,456 90,456
(K) 338,121 274,741 321,297 348,596 363,330 376,601 391,505 408,095 425,475 441,114 457,686 475,246

129,326 141,140 157,900 185,199 199,933 213,204 228,108 244,698 262,078 277,717 294,289 311,849

111,900 65,850 65,850 65,850 65,850 65,850 65,850 65,850 65,850 65,850 65,850 65,850
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 934,865 952,177 952,617 1,170,373 1,188,229 1,225,449 1,222,030 1,218,673 1,252,663 1,246,352 1,242,895 1,239,448

(N)

(O)

(P) 934,865 952,177 952,617 1,170,373 1,188,229 1,225,449 1,222,030 1,218,673 1,252,663 1,246,352 1,242,895 1,239,448

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

令和8年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和7年度

営 業 収 益



様式第２号（法適用事業・資本的収支） 投資・財政計画（収支計画）
（単位：千円）

年　　　　　度 令和5年度 令和6年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 287,400 650,000 763,334 413,141 383,968 384,347 408,763 411,216 413,707 416,236 418,805 418,010

２．

３．

４． 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850

５．

６．

７．

８． 67,947 134,530

９．

(A) 359,197 788,380 767,184 416,991 387,818 388,197 412,613 415,066 417,557 420,086 422,655 421,860

(B)

(C) 359,197 788,380 767,184 416,991 387,818 388,197 412,613 415,066 417,557 420,086 422,655 421,860

１． 539,611 787,829 859,963 502,971 473,680 475,380 500,073 502,527 505,020 507,550 510,121 512,104

29,953 29,953 29,953 29,953 29,953 29,953 29,953 29,953 29,953 29,953 29,535 29,535

２． 120,090 129,326 141,140 157,900 185,199 199,933 213,204 228,108 244,698 262,078 277,717 286,102

３．

４．

５． 100,000

(D) 759,701 917,155 1,001,103 660,871 658,879 675,313 713,277 730,635 749,718 769,628 787,838 798,206

(E) 400,504 128,775 233,919 243,880 271,061 287,116 300,664 315,569 332,161 349,542 365,183 376,346

１． 151,659 58,774 153,919 243,880 271,061 287,116 220,664 315,569 222,161 349,542 365,183 376,346

２．

３．

４． 248,845 70,001 80,000 80,000 110,000

(F) 400,504 128,775 233,919 243,880 271,061 287,116 300,664 315,569 332,161 349,542 365,183 376,346

(G)

(H) 2,474,039 2,994,713 3,616,907 3,872,148 4,070,917 4,255,331 4,450,890 4,633,998 4,803,007 4,957,165 5,098,253 5,230,161

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 令和5年度 令和6年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

3,987 3,987 3,987 3,987 3,987 3,987 3,987 3,987 3,987 3,987 3,987 3,987

3,987 3,987 3,987 3,987 3,987 3,987 3,987 3,987 3,987 3,987 3,987 3,987

3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850

3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850 3,850

7,837 7,837 7,837 7,837 7,837 7,837 7,837 7,837 7,837 7,837 7,837 7,837

令和16年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度令和8年度令和7年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和15年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

令和13年度 令和14年度 令和15年度

他 会 計 負 担 金

令和16年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度


